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１．１．１．１．はしがきはしがきはしがきはしがき 

 2000 年代半ばからの 10 年間に、中国やインドやアセアン諸国等の新興国が台頭した。たとえば先進国首

脳会議（G7）に代わって、新興国の首脳を加えた G20 サミットが世界の重要な政策課題を話し合う場とな

り、BRICS すなわちブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカが新しい開発銀行を設立するなど、新興

国の台頭を象徴する現象は枚挙にいとまがなかった。そのため、一般社会が新興国について関心を抱くよう

になった。多くの人々の頭に、しばらく前まで国力の弱かった国々が、いつの間に、いかにして新興国とし

て台頭したのだろうという問いが浮かんだに違いない。また、新興国の台頭によって世界のカネ、モノ、ヒ

トの動きが変わると、世界の政治、社会、文化にどのような変化が生じ、自分の暮らしや世界各地の人々の

暮らしにどのような影響が及ぶのかといった問いに思いを巡らせた人も少なくないであろう。 

ところが当時、新興国の政治や経済について、本格的あるいは体系的な研究は行われておらず、これらの

問いへの答えは用意されていなかった。もちろん、中国やインドや東南アジア等を従来から調査地として、

政治、経済、社会、文化等を研究対象としていた研究者は少なくない。だが彼らは、新興国という括りで研

究を行っていたわけではなかった。そのため、新興国の間にどれほどの共通性があるのか、新興国はいくつ

かのタイプに分けて考えられるべきなのか、それとも国ごとの個性が非常に強いのかということはわから

なかったし、それを検討しようという意図もないようだった。 

こうした状況にもどかしさを覚えた政治学や経済学の研究者たちが中心になり、新興国研究というこれ

まで存在しなかった研究を始めてみようということになった。これが本領域研究の発足の背景である。領域

という言葉は、新しい研究領域を築くという意味で使われている。この報告書は、このような新興国研究と

いう新しい研究領域を築くために補助金をいただいて進めてきた活動の内容と成果を、わかりやすく説明

することを目的としている。報告書の構成は、次節が本領域研究の組織として総括班や５つの研究班等の構

成メンバーの一覧、第３節が交付決定額、第４節が研究発表（雑誌論文、図書等）の一覧、第５節が成果の

内容や意義の説明となっている。第５節の最後の部分で、領域全体の成果をまとめる。 

 

２．２．２．２．研究組織研究組織研究組織研究組織 

領域代表者 園部哲史 （政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

 

（総括班） 

研究代表者 園部哲史 （政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 戸堂 康之（早稲田大学・政治経済学術院・教授） 

研究分担者 白石 隆（政策研究大学院大学・政策研究科・客員教授） 

研究分担者 大塚 啓二郎（神戸大学・社会システムイノベーションセンター・特命教授） 

研究分担者 佐藤 寛（独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所・新領域研究センター・上席主任

調査研究員） 

研究分担者 杉原 薫（総合地球環境学研究所・研究部・特任教授） 

研究分担者 恒川 惠市（政策研究大学院大学・政策研究科・特別教授） 

研究分担者 鬼丸 武士（九州大学・比較社会文化研究院・准教授） 

研究分担者 松本 朋哉（小樽商科大学・商学部・教授） 

研究分担者 高木 佑輔（政策研究大学院大学・政策研究科・助教授） 

研究分担者 本名 純（立命館大学・国際関係学部・教授）（平成 29 年度より研究分担者から削除） 
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（国際活動支援班） 

研究代表者 園部哲史 （政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 戸堂 康之（早稲田大学・政治経済学術院・教授） 

研究分担者 白石 隆（政策研究大学院大学・政策研究科・客員教授） 

研究分担者 杉原 薫（総合地球環境学研究所・研究部・特任教授） 

研究分担者 恒川 惠市（政策研究大学院大学・政策研究科・特別教授） 

研究分担者 鬼丸 武士（九州大学・比較社会文化研究院・准教授） 

研究分担者 松本 朋哉（小樽商科大学・商学部・教授） 

研究分担者 高木 佑輔（政策研究大学院大学・政策研究科・助教授） 

 

（A01班） 

研究代表者 園部哲史 （政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 モンロー アリスター（Munro, Alistair）（政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 大塚 啓二郎（神戸大学・社会システムイノベーションセンター・特命教授） 

研究分担者 山内 慎子 (政策研究大学院大学・政策研究科・准教授) 

研究分担者 エストデューロ ジェイピー (Estudillo, J P)（政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 松本 朋哉（小樽商科大学・商学部・教授） 

研究分担者 木島 陽子（政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 リッチグ ステファン (政策研究大学院大学・政策研究科・准教授) 

連携研究者 加治佐 敬（青山学院大学・国際政治経済学部・教授） 

連携研究者 高橋 和志（上智大学・経済学部・教授） 

連携研究者 ションチョイ アブー（Shonchoy, Abu）（独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所・

開発研究センター・研究員） 

連携研究者 真野 裕吉（一橋大学・大学院経済学研究科・准教授） 

 

（A02班） 

研究代表者 戸堂 康之（早稲田大学・政治経済学術院・教授） 

研究分担者 堀田 昌英（東京大学・新領域創成科学研究科・教授） 

研究分担者 鈴木 綾（東京大学・新領域創成科学研究科・教授） 

研究分担者 藤田 昌久（甲南大学・学長直属・特別客員教授） 

研究分担者 ペトル マトウシュ（MATOUS, Petr）（シドニー大学・School of Civil Engineering・Senior Lecturer）

（平成 27 年度より研究分担者から削除） 

 

（B01班） 

研究代表者 白石 隆 (政策研究大学院大学・政策研究科・客員教授) 

研究分担者 佐藤 寛（独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所・新領域研究センター・上席主任

調査研究員） 

研究分担者 武内 進一（東京外国語大学・現代アフリカ地域研究センター・教授）  

研究分担者 ハウ キャロライン（Hau Caroline Sy）(京都大学・東南アジア地域研究研究所・教授) 

研究分担者 工藤 年博（政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 鬼丸 武士（九州大学・比較社会文化研究院・准教授） 
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研究分担者 高木 佑輔（政策研究大学院大学・政策研究科・助教授） 

研究分担者 カンチューチャット ヴェラユース（Kanchoochat Veerayooth）（政策研究大学院大学・政策

研究科・准教授） 

研究分担者 長田 紀之（独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所・地域研究センター動向分析研

究グループ・研究員） 

研究分担者 スリョメンゴロ ジャファール（Suryomenggolo Jafar）（政策研究大学院大学・政策研究科・

助教授） 

研究分担者 相沢 伸広（九州大学・比較社会文化研究院・准教授） 

研究分担者 ホサム ダルウィッシュ（Housam Darwisheh）（独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研

究所・地域研究センター中東研究グループ・研究員） 

研究分担者 中西 嘉宏（京都大学・東南アジア地域研究研究所・准教授） 

研究分担者 岡本 正明（京都大学・東南アジア地域研究研究所・教授） 

研究分担者 工藤 晶人（学習院女子大学・国際文化交流学部・准教授） 

 

（B02班） 

研究代表者 杉原 薫（総合地球環境学研究所・研究部・特任教授） 

研究分担者 脇村 孝平（大阪市立大学・大学院経済学研究科・教授） 

研究分担者 久保 亨（信州大学・人文学部・特任教授） 

研究分担者 谷本 雅之（東京大学・大学院経済学研究科・教授） 

研究分担者 岡崎 哲二（東京大学・大学院経済学研究科・教授） 

研究分担者 田辺 明生（東京大学・大学院総合文化研究科・教授） 

研究分担者 城山 智子（東京大学・大学院経済学研究科・教授） 

研究分担者 神田さやこ（慶應義塾大学・経済学部・教授） 

研究分担者 島田 竜登（東京大学・大学院人文社会系研究科・准教授） 

研究分担者 太田 淳（慶應義塾大学・経済学部・准教授） 

研究分担者 小堀 聡（名古屋大学・経済学研究科・准教授） 

 

（C01班） 

研究代表者 恒川 惠市（政策研究大学院大学・政策研究科・特別教授） 

研究分担者 佐藤 百合（独立行政法人日本貿易振興会アジア経済研究所・理事） 

研究分担者 クー ブー テック（KHOO Boo Teik）（政策研究大学院大学・政策研究科・教授） 

研究分担者 熊谷 聡（独立行政法人日本貿易振興会アジア経済研究所・開発研究センター経済地理研究グ

ループ・研究グループ長） 

研究分担者 峯 陽一（同志社大学・グローバルスタディーズ研究科・教授） 

研究分担者 本名 純（立命館大学・国際関係学部・教授） 

研究分担者 磯崎 典世（学習院大学・法学部・教授） 

研究分担者 末廣 昭（学習院大学・国際社会学部・教授） 

研究分担者 玉田 芳史（京都大学・アジアアフリカ地域研究研究科・教授） 

研究分担者 川村 晃一（独立行政法人日本貿易振興会アジア経済研究所・地域研究センター東南アジア I

研究グループ・研究グループ長代理） 

研究分担者 インタラクムナード パタラポン（INTARAKUMNERD, Patarapong）（政策研究大学院大学・
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政策研究科・教授） 

研究分担者 河野 元子（政策研究大学院大学・政策研究科・助教授） 

  

公募研究 

研究代表者 ケオラ・スックニラン（独立行政法人日本貿易振興会アジア経済研究所・研究員） 

研究代表者 中野 優子（筑波大学・人文社会科学研究系・准教授） 

研究代表者 澤田 康幸（東京大学・大学院経済学研究科・教授） 

研究代表者 中井 遼（北九州市立大学・法学部・准教授） 

研究代表者 河野 元子（政策研究大学院大学・政策研究科・助教授） 

研究代表者 牧野 百恵（独立行政法人日本貿易振興会アジア経済研究所・研究員） 

研究代表者 鬼頭 朋見（筑波大学・情報系・研究員） 

研究代表者 會田 剛史（独立行政法人日本貿易振興会アジア経済研究所・研究員） 

研究代表者 吉田 信（福岡女子大学・准教授） 

 

３．３．３．３．交付決定額（配分額）交付決定額（配分額）交付決定額（配分額）交付決定額（配分額） 

 合計 直接経費 間接経費 

平成 25年度  160,550,000円   123,500,000円  37,050,000円 

平成 26年度  161,330,000円  124,100,000円  37,230,000円 

平成 27年度  178,100,000円  137,000,000円  41,100,000円 

平成 28年度  174,330,000円  134,100,000円  40,230,000円 

平成 29年度  159,120,000円  122,400,000円  36,720,000円 

総計  833,430,000円  641,100,000円  192,330,000円 

 

４．４．４．４．研究発表研究発表研究発表研究発表 

査読付き学術雑誌論文（計 140件） 

1. Higuchi Y., Mhede, E. P., Sonobe T. “Short- and Medium-Run Impacts of Management Training: An 

Experiment in Tanzania.” World Development, 査読有, 114, 2019, 220-236. DOI: 

10.1016/j.worlddev.2018.10.002. 

2. Momita, Y., Matsumoto, T., Otsuka, K. “Has ODA Contributed to Growth? An Assessment of the Impact of 

Japanese ODA.” Japan and the World Economy, 査読有, 49, 2019, 161-175. 

3. Arimoto, Y., Kono, H., Ralandison, T., Sakurai, T., Takahashi, K. “Price and Non-price Information Frictions 

in Regional Arbitrage: The Case of Rice Traders in Antananarivo, Madagascar.” Economic Development and 

Cultural Change, 査読有, 67(2), 2019, 273-313. 

4. Inoue, H., Todo, Y., "Propagation of Negative Shocks across Nation-wide Firm Networks," PLOS ONE, 査

読有 March 2019. https://doi.org/10.1371/journal.pone.0213648. [IF 2018: 2.766] 

5. Piraveenan, M., Senanayake, U., Matous, P., Todo, Y., "Assortativity and Mixing Patterns in International 

Supply Chain Networks," Chaos, 査読有, 29(2), 023124-1-14, February 2019. 

https://doi.org/10.1063/1.5082015. [IF 2018: 2.415] 
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6. Kikkawa, A., Matsumoto, T., Otsuka, K. “An Inquiry into the Heterogeneous Outcomes of International 

Migration:  Evidence from Rural Households in Bangladesh.” Journal of Development Studies, 査読有, 

2019, 掲載予定. DOI: 10.1080/00220388.2018.1539476 

7. Kudo, Y., Shonchoy, A., Takahashi, K. “Can Solar Lanterns Improve Youth Academic Performance? 

Experimental Evidence from Bangladesh.” World Bank Economic Review, 査読有, 2019, 掲載予定. DOI: 

10.1093/wber/lhw073 

8. Manang, F., Yamauchi, C. “The impact of Access to Health Facilities on Maternal Care Use and Health 

Status: Evidence from Longitudinal Data from Uganda.” Economic Development and Cultural Change, 査読

有, 2019, 掲載予定. DOI: 10.1086/702794 

9. Masuda, K., Yamauchi, C. “The Effects of Female Education on Adolescent Pregnancy and Child Health: 

Evidence from Uganda’s Universal Primary Education for Fully Treated Cohorts.” Journal of Development 

Studies, 査読有, 2019, 掲載予定. DOI: 10.1080/00220388.2018.1546844 

10. Kudo, Y., Shonchoy A., Takahashi, K. “Short-term Impacts of Solar Lanterns on Child Health: Experimental 

Evidence from Bangladesh.” Journal of Development Studies, 査読有, 2019, 掲載予定. 

DOI:10.1080/00220388.2018.1443207 

11. Munro, A., Kebede, B., Tarazona-Gomez, M., Verschoor, A. “The Lion’s Share. An experimental Analysis of 

Polygamy in Northern Nigeria.” Economic Development and Cultural Change, 査読有, 2019, 掲載予定.  

DOI: 10.1086/700102 

12. Otsuka, K., Sonobe, T. “The Role of Human Capital in Cluster‐Based Industrial Development.” Developing 

Economies, 査読有, 56, 2018, 104-116, DOI: 10.1111/deve.12166. 

13. Kiprono, P., Matsumoto, T. “Roads and Farming: The Effect of Infrastructure Improvement on Agricultural 

Intensification in South-Western Kenya.” Agrekon, 査読有, 57, 2018, 198-220. 

14. Mgombe, K., Matsumoto, T. “ICT for Financial Access: Mobile Money and the Financial Behavior of Rural 

Households in Uganda.” Review of Development Economics, 査読有, 22, 2018, 45-66. DOI: 

10.1111/rode.12327  

15. Nakajima, M., Otsuka, K. and Yamano, Y. “Jobs off the Farm: Wealth, Human Capital, and Social Group in 

Rural Eastern India.” Journal of Development Studies, 査読有, 54, 2018, 111-132. 

16. Nakajima, M., Kijima, Y., Otsuka, K. “Is the Learning Crisis Responsible for School Dropout? A 

Longitudinal Study of Andhra Pradesh, India.” International Journal of Educational Development, 査読有, 

62, 2018, 245-253. DOI: 10.1016/j.ijedudev.2018.05.006  

17. Nakano, Y., Tanaka, Y., Otsuka, K. “Impact of Training on the Intensification of Rice Farming: Evidence 

from Rain-fed Areas in Tanzania.” Agricultural Economics, 査読有, 49, 2018, 193-202. 

18. Pede, V. O., Areal, F., Singbo, A., McKinley, J., Kajisa, K. “Spatial Dependency and Technical Efficiency: 

An Application of a Bayesian Stochastic Frontier Model to Irrigated and Rainfed Rice Farmers in Bohol, 

Philippines.” Agricultural Economics, 査読有, 49, 2018, 301-312. 

19. Zamboni, Y., Litschig, S. “Audit Risk and Rent Extraction: Evidence from a Randomized Evaluation in 

Brazil.” Journal of Development Economics, 査読有, 134, 2018, 133-149. DOI: 

10.1016/j.deveco.2018.03.008 
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20. Masuda, K., Yamauchi, C. “How Does Female Education Reduce Adolescent Pregnancy and Improve Child 

Health? Evidence from Uganda’s Universal Primary Education for Fully Treated Cohorts.” Journal of 

Development Studies, 査読有, 54, 2018, 1-24. DOI: 10.1080/00220388.2018.1546844  

21. Munro, A. “Intra-Household Experiments: A Survey.” Journal of Economic Surveys, 査読有, 32(1), 2018, 

134-175. 

22. Todo, Y., "Using Randomized Controlled Trials and Network Analysis in International Economics: An 

Introduction," International Economy, 査読有, 21, November 2018, 1-13. 

https://doi.org/10.5652/internationaleconomy.  

23. Kim, Yu Ri, Todo, Y., Shimamoto, D., Matous, P., "Are Seminars on Export Promotion Effective? Evidence 

from a Randomized Controlled Trial," World Economy, 査読有, 41(11), November 2018, 2954-2982. 

https://doi.org/10.1111/twec.12658. [IF 2017: 0.933] 

24. Takahashi, R., Todo, Y., Funaki, Y. "How Can We Motivate Consumers to Purchase Certified Forest Coffee? 
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56. 嶋本大地， 戸堂康之，2017年 4月 25日,「ベトナム企業調査合を用いたネットワーク分析と今後の

展望」，第 2回WIRPワークショップ~研究力アップのためのデータサイエンス活用~，早稲田大学. 

57. 柏木柚香，戸堂康之，2017年 4月 25日，「企業ネットワークの国際化と災害に対する強靭性－大規

模企業データ分析から－」，第 2回WIRPワークショップ~研究力アップのためのデータサイエンス

活用~，早稲田大学，奨励賞受賞. 

58. Fu, J., Todo, Y., and Matous, P., March 11, 2017, “Propagation of Financial Constraints in the Global 

Production Network: Evidence from Firm-level Data for Asian Economies,” the 4th Tokyo Network Workshop, 

the University of Sydney, Australia. 

59. Shimamoto, D, Todo, Y., Kim, Yu Ri., and Matous, P., March 11, 2017, "Identifying and Decomposing Peer 

Effects Using a Randomized Controlled Trial," the 4th Tokyo Network Workshop, the University of Sydney, 

Australia. 



 

17 

 

60. Lu, Yi., Ogura, Y., Todo, Y., Zhu, L., March 11, 2017, “Supply Chain Disruptions and Trade Credit,” the 4th 

Tokyo Network Workshop, the University of Sydney, Australia . 

61. Todo, Y., and Kashiwagi, Y., March 11, 2017, " Globalization of Firms in Supply Chains, Capital Ownership, 

and Paten Holding: Evidence from Large-Scale Firm-Level Data around the Globe," the 4th Tokyo Network 

Workshop, the University of Sydney, Australia. 

62. Todo, Yasuyuki., March 9, 2017, "Roles of Social Networks/Capital in Resilience," Roundtable on 

"Unbreakable: Building the Resilience of the Poor in the Face of Natural Disasters," Tokyo Office of the World 

Bank 

63. 戸堂康之、2017年3月3日、「日本の長期的・持続的経済成長のために何をすべきか－世界の企業ネッ

トワークの分析から－」，関西稲門経済人の集い，早稲田大学，シェラトン都ホテル大阪 

64. 戸堂康之、2017年 2月 25日、「企業ネットワークに関する実証研究の紹介：ベトナム農村・日本全

体・世界全体の企業データを利用して」、経済統計研究会、早稲田大学． 
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５．５．５．５．研究成果研究成果研究成果研究成果 

（１）三つのテーマ（１）三つのテーマ（１）三つのテーマ（１）三つのテーマ    

本領域研究は三つの大まかなテーマを掲げて研究を進めてきた。第一のテーマは、新興国のルーツと成長

のプロセスの探求である。第 2次大戦の終結から 1970 年代まで、北米と西欧以外の国々の大半は貧しく、

経済成長率も低く、いわゆる貧困の罠に陥っていた。例外は日本の経済発展に刺激され、日本を模倣して成

功した韓国、台湾、シンガポール等の少数の新興工業化国に限られていた。ところが中国は 1970 年代末か

ら、インドは 1990 年代初頭から本格的な経済改革に着手して本格的な経済発展を開始し、農業や工業の生

産力を強化しサービス業を拡大させて、雇用と所得を大規模に創出して経済力を高め、それを背景にして国

際社会への発言力を強めてきた。また東南アジアや中央アジアにも、高度経済成長の持続に成功している

国々がある。そのうち人口規模が大きい国々は将来的には国際社会に強い影響力を持つに至ると予想され

る。これらの国々は新興国と呼んでよいだろう。さらに、著しい貧困が集中しているアフリカにも本格的な

経済発展のスタートを切った国々がいくつかあり、それらは新興国予備軍と呼べるかもしれない。しかし世

界全体を見渡せば、経済が貧しいうえに停滞したままの国々が、まだまだ数多く存在する。そこで本領域研

究の第一のテーマとして、新興国として既に台頭した国々は、新興国になれずにいる国々とどこが違ったの

か、そしてどのようなプロセスを経て成長してきたのかを検討することにした。 

第二の研究テーマは、新興国が新興国として台頭したことによってどのような問題に直面することにな

ったのかを検討することである。経済が高度成長を続ければ、やがて人件費が高騰し、労働を集約的に使う

例えばアパレル製造業のような産業から、相対的に安くなった機械類や大型装置の役割の大きな資本集約

型の産業に経済の重心はシフトしてゆく。さらに高度経済成長が続けば高度な技術を特徴とするハイテク

分野が経済の主力産業となっていくことが期待されるようになる。このようにして古い産業が新しい産業

にとってかわられる際には、特定の技能に特化していた労働者は活躍の場を失い、転職や新しい技能の獲得

を強いられることになる。新しい産業は大都市で始まることが多く、大都市では所得の向上とともに飲食、

娯楽を含めて消費全般が増大して、商業その他のサービス業が拡大して雇用者を増やしていくので、大都市

への人口集中が生じる。それとともに地方の農村では出稼ぎ労働の増大、人口流出、過疎化といった問題が

生じる。大都市には教育水準の高い中間所得層が生まれ、都市の農村の所得格差と教育格差が拡大する。都

市化によって、人々の価値観は多様になり、過疎化と相まって農村社会の伝統的な生活様式の維持は困難に
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なる。こうした変化の結果、社会は伝統的な規範に基づいた弱者保護の機能を失い、代わりに政府によるセ

ーフティーネットの提供を求めるようになるかもしれない。あるいは所得や教育の格差是正を政府に求め

る声も高まるかもしれない。さらには都市における混雑、騒音、水質汚染や大気汚染といった問題への対処

も、政府に求めるようになるかもしれない。これらのニーズに、迅速かつ適切に応えることは、新興国の政

府がかつては経験したことのなかった新しい課題である。こうした課題をいかにこなすのか、そして失敗す

るとどのような事態が生じるのかといった問いに答えることが、本領域研究の第二のテーマである。 

 第三のテーマは、新興国の台頭によって世界の人々の暮らし、とくに我が国の人々の暮らしにどのような

影響が及ぶのかを検討することである。このテーマには、新興国が国際社会のルールの形成や温暖化対策等

の国際的政策課題の解決にいかなる貢献をするかを検討することも含まれる。しかし新興国台頭の影響の

波及も、新興国の国際社会における役割も、過去に繰り返し起きたことではなく、ようやく起こり始めたば

かりの現象なので、それらを学術的に研究することは難しい。たとえば、本領域研究が始まった当初は、

1990 年代初頭の冷戦終結後のグローバル化の進展によって、先進国企業は新興国での現地生産を拡大させ、

新興国は経済成長を持続させるという共存共栄の構図が続いていて、その構図は中国の世界貿易機関（WTO）

加盟や、環太平洋パートナーシップ（TPP）の大筋合意など制度的な裏付けによってますます強固なものに

なりつつあるように考えられていた。ところが、この報告書を執筆している時点では、米中貿易摩擦あるい

は貿易戦争が世界の経済やひいては平和を左右する重大な問題として、世界中の人々の関心事になってい

る。中国の台頭が米国との深刻な利害の対立を生んだことは理解できていても、関税引き上げの応酬にエス

カレートすることを予想できた人は少なく、今後の貿易戦争の行方を見通すことは難しく、世界秩序や世界

経済の繁栄への長期的な影響を予測することはほとんど不可能といえる。このように現在進行形の現象を

学術的に研究するのは困難である。とはいえ、挑戦しなければ進歩はないし、既存の理論では予測できなか

ったことを取り込むことで理論は発展するので、敢えてこの難しいテーマを掲げてきた。 

 上記の第一のテーマも、かつての理論では説明のつかない現象を含んでいる。1980 年代から 1990 年代に

かけて経済学では、所有制度の確立がなければ市場経済は発展しないという学説が優勢であった。例えば A

という個人が Xというモノを持ち主である B に対価を支払って購入すれば、Xの所有権は B から Aへ移った

はずである。それなのに Aの所有権が保護されず、Xを B あるいはその他の人に取り上げられてしまうとい

う事態が頻発するとしよう。そのような状況ではとても人々は安心して取引ができないから、市場経済は発

展するはずがない。また個人が苦労して土壌を改良した農地や、新しい機械設備を設置した工場などの資産

を、国の支配者が好き勝手に取り上げてしまうという状況では、人々は資産を蓄積しようとしないから、や

はり経済は発展しないだろう。したがって私的所有権が個々のモノや財産について明確に定義され、かつ所

有権が保護されることが、経済発展の大前提として必要であると経済学者は考えていた。ところが 1980 年

代から著しい経済発展を始めた中国では、企業を誰が所有しているのかはっきりしていなかった。郷鎮企業

と呼ばれるタイプの中小企業は、その企業が立地する町や村の人民の企業ということになっていて、それが

具体的には経営者のものなのか、町や村の人民政府のものなのかが不明確だったが、経済の大発展を 1980

年代、1990 年代にかけて牽引したのは郷鎮企業だった。中国ではその後、国有企業や郷鎮企業が民営化さ

れたり、私企業が正式に認められたり、国有企業の株式化等の企業制度改革が行われ、土地制度改革も行わ

れたが、所有権は未だに判然としない。しかし、中国経済は世界第 2位の規模を誇り、それは市場経済のイ

メージにかなり近いものである。 

また、政治学には、非民主主義的な政治制度を持つ開発途上国では、その経済が豊かになるにつれて民主

化運動が高まり、民主化を余儀なくされる傾向があるという仮説がある。この仮説は比較的早くからそれを

提唱していた研究者の名を取ってリプセット仮説と呼ばれることが多い。たしかに 1980 年代以降のフィリ
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ピン、韓国、台湾、インドネシアなど東アジアだけを見てもそうした傾向があるように思える。しかし、中

国やベトナムやラオスなどでは一党独裁的な政治体制がゆるぎなく、民主的な立憲君主制だったタイでは

軍事独裁制がしばらく続くなど、現実はリプセット仮説の通りにはなっていない。さらに世界を広く見渡せ

ば、ロシアやトルコやハンガリーなどは、非民主化の傾向が強まっている。日本を含めてかつての新興国の

大半は民主主義的であるし、新興国として台頭した時期には既に民主化していたのに対して、今日の新興国

の多くは非民主的であり、とりわけアジアの新興国はそうである。 

 これらの既存の学説とは必ずしも整合的でない事態も、個々の国の文脈ではいろいろな説明をつけられ

るかもしれない。たとえば、中国の経済発展については、所有権制度が曖昧だったにもかかわらず成功した

理由を説明する理論が登場し、それを支持する実証的な証拠も提起されている。しかし、それが中国につい

てだけ当てはまる理論なのか、それとも他の新興国においても普遍的に成り立つのかどうかを知るには、新

興国という括りで研究を行う必要がある。もし他の新興国では必ずしも成り立たないのであれば、それはな

ぜかが追及されることになり、知見は深みを増して行く。リプセット仮説についても同様である。先進国と

途上国という分類や、西側諸国と東側諸国と第三世界という分類に沿った既存の理論の枠組みとは異なり、

先進国をかつての新興国と見なして今日の新興国を比較したり、新興国とその他の途上国を比較したり、さ

らに新興国同士の類似性と異質性を検討したりすることによって、理論研究や実証研究を深化させようと

いうのが本領域研究の狙いであった。 

 以上の三つのテーマのそれぞれが、開発経済学、政治史、アジア経済史、ポリティカル・エコノミー等の

分野に関わっている。当然、優れた成果を上げるには、これらの分野の研究者同士が協力しあう必要がある。

これらの研究分野は互いに隣接分野であるので、その間の協力や融合は容易であろうと思われがちだが、実

際には非常に難しい。異分野の研究者が頻繁に使うキーワードが理解できなかったり、自らの分野の専門用

語の意味を誤解しているように思えることが少なくなかったりするので、コミュニケーションをとること

さえ容易ではないのである。研究の作法も、報告会の運営の仕方も、どのような研究を優れていると判定す

るかの感覚も分野ごとに違いがある。さらに、融合してできた新しい分野の研究成果を発表する場は、既存

の分野よりも限られている。こうした困難を克服するのに時間がかかったが、本領域研究のメンバーたち

は、忍耐強く取り組んで次第に専門性の殻を破り、上記の研究発表の一覧が示すように多くの研究成果を上

げることができた。 

（２）研究成果の量（２）研究成果の量（２）研究成果の量（２）研究成果の量    

 本領域研究は、すでに研究組織の項に記したように、5 つの計画研究（A01 班、A02 班、B01 班、B02 班、

C01班）とそれらをまとめる総括班からなり、平成 25年度から 5年間の研究期間の後半には 5つの計画研

究の成果の海外での発表や海外の研究者との共同研究などを支援する国際活動支援班が加わった。一部の

計画研究が最終年度の予算の繰り越しを行ったため、本報告書は 1 年遅れて作成されることになった。この

わずか 6年間に、本領域研究から 140 篇もの学術雑誌論文が生まれた（このうち 134 篇がすでに掲載され、

6 篇が採択されて掲載予定となっている）。この 140 篇という論文数は、査読者による厳密な査読のプロセ

スを経て採択された論文に限定した数字である。 

 経済学の学術誌に投稿した論文が他の論文によって引用された回数は、Google Scholar Citations とい

う学術関係の検索エンジンによってある程度は把握できる。本領域研究の成果としての学術雑誌論文の引

用回数は、少なく見積もっても既に 1100回余りに達している。経済学の研究としてはインパクトが強いと

言ってよい。これは、本領域研究のメンバー（すなわち計画研究班の代表者、研究分担者、連携研究者、公

募研究代表者）が、本領域での成果を著者あるいは共著者として発表した学術雑誌論文の引用回数を、同じ

論文の二重カウントがないように注意しながら合計した数字である。また、学術雑誌に採択される前に発表
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されたディスカッションペーパー等が引用された回数は、この 1100 という数字には含まれていない。今後、

年月が経過するにつれてこの数字は数倍に膨れ上がるものと予想される。なお、非経済系の学術誌に投稿さ

れた論文ついては、Google Scholar Citations はあまり機能しないといわれているので、上記の引用回数

に含めていない。 

学術雑誌論文とともに、研究発表のメディアとして伝統的に重要な位置を占めるのは、図書の出版であ

る。たとえば政治学の一部の領域では、学術雑誌に論文を掲載することよりも一流の出版社から図書を刊行

することの方が重視される傾向もある。上記の一覧にある通り、本領域研究のメンバーが本の全体の執筆者

あるいは編集者として刊行した図書は 64 冊に上る。つまり、本領域研究は年に 10 数冊を出し続けたわけ

であり、これは非常に旺盛に研究を行った証しである。そのうち 35冊が英文の書籍で、残りの 29冊が邦文

である。図書の中の一部（たとえば特定の章）だけを書いたというものは数えていない。これらの図書の大

半は、国の内外で高い評判を勝ち得ている出版社から刊行された。 

本報告書の最後の部分にも記すように、本領域研究の主要な成果をまとめてSpringer Nature社から2019

年 2 月に出版された 4冊の英文書籍（上記の図書 64冊の題名一覧のうちのはじめの 4冊）は、インターネ

ット上の出版社のサイトから誰でも無料でダウンロードできる。このようなオープンアクセスの本として

出版できたのは、科研費の一部を使ってその費用を賄ったからである。出版してから約 4 か月を経過した現

時点でダウンロード数は 57,500回余りに達しており、学術図書としては回数が多いといえる。 

これらのほかに編集者による簡便な審査を経て雑誌に掲載された雑誌論文や、研究内容を早く紹介する

ためのディスカッションペーパーやワーキングペーパーの形で出版された論文、研究に基づいて書かれた

新聞記事等は少なく見積もっても 116 件あった。図書として刊行された論文集に収録された論文は枚挙に

いとまがないので、この 116件には含めていない。学会発表や講演は、時期や場所が記録されているものだ

けで 231件に上った。 

 

（（（（３３３３）各計画研究の成果）各計画研究の成果）各計画研究の成果）各計画研究の成果の内容の内容の内容の内容    

以下に各計画研究班の成果を、交付申請書に記した研究目的・計画と対比させ、その内容や意義について述

べる。ただし、その説明はやや詳しすぎるきらいがある。それに対して、次の第 5節(4)（すなわち 54ペー

ジから報告書末尾まで）では本領域研究の成果の全体像をより短くまとめる。 

 

計画研究計画研究計画研究計画研究 A01（園部（園部（園部（園部班班班班）））） 

（（（（A01 - a）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画 

本計画研究は、インフラ建設、土地制度改革、技術導入の促進、教育改革という新興国経済にとって重要な

４つの政策課題に関して、政治家による利益誘導、汚職、行政能力の制約といった政策実施上の問題も視野

に入れたインパクト評価を行う。それを通じて、国家形成と経済発展の経路依存性、政治体制、ガバナンス

等の役割を見据えた新しい開発経済学の構築を目指す。 

 人口増加や経済発展の結果、新興国では既成の大都市が飽和状態にあり、大都市と周辺地域および遠隔地

の均衡ある発展のためのインフラ建設が、喫緊の政策課題となっている。だが、政治家の利益誘導や、地価

高騰を予想した投機、所有者が不明確な土地制度といった問題が、課題の解決を難しくしている。また、新

興国では新しい産業を興して雇用を創出することが重要課題である。その実現のために外国からの技術導

入を促進する制度の構築や教育の改革が望まれているが、官庁間の縄張り意識や政治家同士の駆け引き、行

政官の能力不足等のためになかなか進展しない。こうした問題の実態と影響をミクロの視点から実証的に

分析する本研究は、ポリティカル・エコノミーやマクロ比較史と関係が深く、同時に開発経済学研究の最先
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端を行くものであり、「開発の政策研究」に大きな貢献することを試みる。 

 また、計画研究 A01（園部班）は、政策の効果的な実施に、政治、行政、地域社会や職能団体をはじめと

する社会ネットワークが果たす役割も考察する。これは計画研究 A02（戸堂班）の社会ネットワークと技術

進歩の関係に関する分析と補完関係ある。計画研究 B01（白石班）や B02（杉原班）が国を分析単位とする

マクロ的な研究を行うのに対して A01では企業や個人を分析単位とするミクロ的研究を行う。計画研究 C01

（恒川班）が、インフラ整備や教育機会の拡大に関わる政策の策定のプロセスを探究するのに対して、A01

は政策の実施のプロセスに着目する。このように、A01の研究と他の計画研究班の研究は相互補完的な関係

があるので、総括班によるコーディネーションを通じて相乗効果を発揮させたい。 

 

（（（（A01 - b）成果）成果）成果）成果 

 本計画研究は実証研究を旨として、国際機関や外国政府から入手した統計データも用いるが、より深みの

ある分析を行うために、研究者自らが現地調査を実施して、企業、家計、行政機関、行政官、学校、教員等

から組織や個人の膨大なデータを収集した。収集したデータにはプライバシーに関わる情報が含まれてい

るので、その点に細心の注意を払い、保管、管理を行い、可能な範囲内で広く世界の研究者の役に立つよう

にデータの公開を進めている。 

 インフラには、行政が中心になって整備するものと、民間企業や一般ユーザーが整備に大きな役割を果

たすものとがある。たとえば、携帯電話の普及は通信インフラの整備であり、それを利用した電子決済シス

テムの普及は金融インフラの整備であって、いずれも後者の例と言える。われわれの仮説は、行政能力の乏

しい国では民間参加型のインフラ整備が不釣り合いに進行するというものである。この仮説の検証のため

に、家計調査を実施し、かつて政策研究大学院大学の 21 世紀 COE やグローバル COE プログラムが蓄積した

家計データを補足するデータを集め、さらに世界銀行が収集したデータも組み合わせたデータを構築した。 

公共工事の談合については、パキスタンのパンジャブ州における水道の公共工事の受注額等のデータを

請負業者から収集することに成功した。もし、こうした信憑性を確認することの難しいデータを一年分だけ

集めたのであれば、それを分析しても大して意味はないが、この研究では 10 年間にわたる帳簿データをま

とめて多数の業者から集めることができたので、その間に汚職取り締まり機関の事務所が新設された地域

において、談合摘発件数や請負価格にどの程度の影響が出たかを分析することができた。 

また当初の計画では、インフラ建設資金の地域間の配分が政治家の地元への利益誘導によってどれほど

歪んでいるか、有力な政治家がいる地域ほどインフラ建設が進みやすいのか、政治的に歪められたインフラ

建設の社会的リターンはそうでないインフラ建設のそれと比べてどの程度低いのかといった問いを立て、

数量的分析を行おうとしていた。しかし、入手したデータの信頼性が予想以上に低かったため、これについ

て成果は上がっていない。 

土地制度改革は新興国にとって喫緊の課題である。工業化が進展して農村の働き手が非農業部門で働く

ようになり、農村でも労働コストが上昇する。そのため労働からトラクターその他の物的資本への生産要素

の代替、すなわち農業の機械化が必要になり、機械を効率的に使えるように農地を集めて大規模農場を形成

することが必要になる。しかし、農地の売買や貸借を容易にする制度改革が遅れると、大規模農場ができず

に機械化が遅れ、農業が不必要に速いペースで衰退してしまう。こうした政策の失敗は日本をはじめとする

先進国が経験したことだが、いまや新興国でも繰り返されつつある。既存の農家調査データに新たな調査に

よって獲得したデータを加えて実証分析によって、その実態を明らかにし、政策含意を探った。 

他方、新興国予備軍ともいえる開発途上国の土地制度改革問題は様相が異なり、土地の所有権をめぐる係

争や森林保護との関係が重要な政策課題となっていることを、農家調査データを用いて明らかにした。 
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技術導入に関しては、農業技術の普及のペースや普及に関わる政策と、製造業やサービス業におけるカイ

ゼンその他の品質管理や生産性向上の技法がどの程度まで普及しているのかを、家計や企業を対象とした

現地調査を行って測定した。 

行政機関が、行政サービスの住民等への効率的な提供や、あるいは新しい政策の立案等の創造的な仕事を

成功させるための条件については、いくつかの仮説がある。たとえば、公務員同士あるいは課や局の間の分

業がスムーズに行われるための段取りやコーディネーション、そのためのコミュニケーションに注目した

仮説や、公務員の給料、昇進、退官後の年金等の人事制度に注目した仮説、さらには汚職その他の不正行為

を防止する監査等の手段や制度に注目した仮説である。本計画研究では、タンザニア、ウガンダにおいて行

政官からの聞き取り調査を実施してデータを自ら収集したほか、国際開発機構（JICA）がタイ、フィリピン、

ベトナム、インドネシアのおいて行った調査に協力して調査データを入手し、第 1 の仮説を検証した。また

本計画研究の分担者がブラジル政府に協力して行った実験のデータを分析して、第 3 の仮説を検証した。こ

の実験とは、ブラジル政府が国内の 5500 ほどの地方の行政機関を対して行っている監査を、ランダムに選

んだ行政機関に対して強化して、監査を厳しくすることによって公務員の不正行為をどれほど減らせるか

を明らかにしようとしたものである。 

なお若手研究者の育成は本領域研究にとって極めて重要な課題であり、本計画研究班もそのことを強く

意識して、若手研究者を鍛える研究方法を工夫した。とりわけ新興国や途上国の現地において家計調査、企

業調査、公務員調査を実施する際には、若手研究者を帯同し、本計画研究班のメンバーの持ち味である丁寧

な現地調査を行うためのスキルを身につけさせた。例えば、検証すべき仮説を創るために事情に詳しい人物

から聞き取りを行って情報を収集するプロセスや、統計的な仮説検定を行うために必要な標本サイズの大

きなデータを集める本格的調査の実施に必要な人員の調達や組織づくりや、質問票を用意し、その中の一つ

一つの質問が現場で機能するかどうかをテストして改訂を繰り返す作業などのスキルを培うことを重視し

た。 

 

（（（（A01 - c）新たな）新たな）新たな）新たな知見知見知見知見 

①本計画研究班が行ったインフラ関係の研究から、新興国とその他の開発途上国の際立つ違いの一つとし

てインフラの整備状況があげられることが確認された。面白いことに、最近まで金融制度が非常に未発達だ

った低所得国において、携帯電話を利用した電子決済システムの普及はとりわけ急速であり、その結果とし

て多くの国民が初めて金融サービスを享受できるようになって不平等が部分的に解消したほか、金融取引

が増大したために中央銀行や金融規制当局の役割が増大して、政府の能力の増強の必要性が高まったこと

が明らかになった。さらに、携帯電話の使用に国民が慣れたために、行政サービスを電子的に提供する e-

government が発達する傾向が明らかになった。 

 

②公務員の汚職等に関するパキスタンやブラジルでの研究からは、不正行為の摘発の可能性が高まること

で不正行為は減る傾向はあるものの、必ずしも減少するとは限らないことが明らかなになった。それは摘発

されても処罰が軽いことを腐敗した公務員が見通している場合があるからであろう。その傾向はパキスタ

ンの水道公共工事でとりわけ強い。ブラジルの地方行政機関においては、医療関係者の無断欠勤こそ監査が

厳しくなっても減らなかったものの、調達業務に関わる不正行為は監査の強化によって大幅に減少した。監

査を若干強化するだけで減らすことのできる不正行為もあるというのは常識に過ぎないかもしれないが、

それにもかかわらず監査を強化しようとしない政府が多いのは、まだ証拠が乏しいからであろう。われわれ

の研究は社会科学的な証拠を獲得するための一つの方法を提起したという価値がある。また行政のクリー
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ンさも、新興国をその他の途上国から特徴づけるものの一つである可能性を示したという点で本領域研究

の発展に貢献したと言える。 

 

③公的機関のオフィス間の分業の効率性については、新興国になれずにいる国々と新興国の間でかなりの

差があることが明らかになった。タンザニアやウガンダといった前者の途上国に分類される国々では、同じ

オフィス（課）で働く課長とその部下の間、あるいは部下同士の間のコミュニケーションが乏しく、重要な

情報は（あるいは重要な情報ほど）共有されていない。そのため組織として機能しない。新興国ではこうし

た問題はまったく見られない。ただし、新興国においても課と課の間の連携は弱く、省と省の間の連携はい

っそう弱い。この研究結果は、いわゆる国家の能力（State capacity）の不足という深刻な問題の根源は、

コミュニケーションの取り方の稚拙さにあるのではないかという新たな仮説を示唆している。そもそもコ

ミュニケーションをうまくとれていないというのは、アフリカのさまざまな国に見られる部族間の対立や

独裁政治や恐怖政治の歴史を考えると、決して低次元の問題ではない。それを根本的に解決するには、幼児

期からの教育の充実をはじめとしてさまざまな取り組みが必要かもしれない。しかし、とりあえずの公的機

関の能力強化のステップとして、コミュニケーション・スキルの研修を公務員に受講させることが考えられ

る。その効果は、ランダム化比較対照実験（Randamized Controlled Trial）という方法によって調べられ

る。これは、新たに開発された医薬品の効果を調べるために使われる方法と同じものである。すなわち、被

験者を二つのグループに無作為（ランダム）に分けて、一方にはその医薬品を処方し、他方には有効成分の

入っていない偽薬（プラシーボ）を処方して、その後の経過を両者の間で比較するという方法である。グル

ープはランダムに分けられているので、全体の人数が十分に大きければ、二つのグループは本物の薬と偽薬

という違いを除いては同一の集団といってよいので、本物を処方されたグループに改善が見られれば、薬の

効果があったとみなしてよい。こうした実験によって、公的機関の非効率性に対する解決策が見つかる可能

性がある。 

 

④土地制度改革に関する研究が、新興国における土地問題と、その他の開発途上国における土地問題の間

には、上述のような性質の違いがあることを明らかしたことも重要な貢献である。 

 

⑤新興国の政府は、自国経済がいわゆる「中所得国の罠」に陥らないように産業の高度化の必要性を説い

ているものの、産業構造の高度化という意味でも、生産性や品質の向上という意味でも成功していない国が

少なくない。本計画研究班が企業調査を実施して収集したデータは、企業のマネージャーや労働者といった

従業員レベルでのコミュニケーションの不足、動機付け（モチベーション）のごく基本的な理解の不足、品

質管理や効率改善のための日課の実践、先進国の企業ではスタンダードな管理手法の理解不足（あるいは欠

如）に原因があることを示唆している。用いたデータの中には、すでに上述のランダム化比較対象実験とし

て、日本流の品質向上、生産性向上のための手法であるカイゼンを小規模企業の経営者に教えて、その効果

を測るための事後調査のデータも含まれる。それによれば、カイゼンを教わった企業経営者は教わらなかっ

た企業経営者と比べて、付加価値（売上から原材料費や光熱費や下請けへの支払いを除いた額）や売上とい

った金額で示される業績が、経営研修から３年後あたりから統計的にもはっきりと（より正確には９５パー

セントの確率）で高くなることが示された。新興国の政府の高官や一部の企業経営者は、中所得国の罠の陥

らないようにするためにイノベーション能力や技術開発（Ｒ＆Ｄ）力の強化が重要だなどと言うが、実はそ

れよりも企業経営の基本といえるカイゼン活動すら行っていないことが問題なのであるということが、本

研究によってますます明らかになったと言える。 
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⑥新興国の教育改革には大きく分けて２つの意味がある。一つは技術革新に貢献する人材を育てるために

創造性や国際性を伸ばす教育へ重心をシフトさせる改革であり、もう一つは教育の地域間格差を是正する

改革である。中国では前者として「創新創業教育改革」を 2016年末から始めたが、後者は先送りされてい

る。本計画研究班の研究から、中国の内陸部の子供、とりわけ出稼ぎ移民（農民工）の子供の知育、教育に

大きな問題が生じている実態や、それに似た問題がインドでも起こっていることが明らかになった。 

 

（（（（A01 - d）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画 

 民主的な制度というときに何を意味するのかは必ずしも明らかではなく、たとえば国のリーダーや議員

を公正な選挙で選んでいるかどうかという一つの基準だけで決まるものでもないし、公正な選挙という基

準にしてもいろいろな程度がある。しかし、政治制度を民主主義とその対極とそれらの間のいくつかの中間

レベルに分類することは可能である。そうやって作った民主主義の指標と、経済成長の間の関係を統計的に

分析する研究がこの領域の外で行われており、最近発表された非常に念入りな分析の結果によれば、ひとつ

の国が民主化した場合と、非民主的であり続けた場合とでは、国民一人当たりの所得水準は民主化した場合

の方が 20パーセント程度高くなるという。 

 ところが、新興国の中には非民主的な国があり、とくに東南アジアを含む東アジアには非民主的な新興国

が多く、それらの経済成長率は他の国々よりも高い。おそらく東アジアの非民主的な新興国は、経済成長率

を高める手段を持っているのであろう。それは経済成長率の統計を過大に報告しているからなのかもしれ

ないが、実際に経済成長に寄与する政策手段を講じているのかもしれない。また、多くの新興国で、経済が

豊かになるにつれて民主化せざるを得なくなるという前述のリプセット仮説が成り立っていないという事

態も、新興国のリーダーたちは、高度経済成長を持続させることによって人気を保つなど、選挙によって選

ばれていないという弱みをカバーする術を持っていることを示唆している。 

 これまで本計画研究では、政府の中の組織や個人（すわなち官僚あるいは公務員）の能力や、民間企業の

生産性向上や品質向上の能力を測ってきたが、それらと政治制度の関係を今後は詳しく分析していきたい。

また、新興国を鏡として、日本の個人や組織の能力についても詳しく考察したい。少子高齢化や、膨大な政

府債務、インフラの老朽化等の問題を抱える日本の政府や民間企業や個人こそ、とりわけ高い能力を持つ必

要がある。新興国と比較して日本の能力はいかほどなのか、その能力を高めるにはどうすればよいのか、課

題先進国と自称している日本が新興国から学ぶことはあるのかといったことを検討することも今後の研究

課題である。 

 

計画計画計画計画研究研究研究研究 A02（戸堂（戸堂（戸堂（戸堂班班班班）））） 

（（（（A02 - a）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画 

 社会ネットワークが技術伝播や技術進歩を通じて経済成長に及ぼす影響については、すでに多くの研究

がある。これらの研究のいくつかによって、技術の普及やイノベーションが最も活発に行われるのは、自分

や自分の知り合い同士が深い信頼でつながっている集団が、別の異質な集団、つまり「よそ者」ともつなが

っている場合であることが明らかになっている。 

 しかし現実には、地域内や国内の同質的なネットワークを重視する集団が政治的な力を持ち、よそ者との

つながりを排除することも少なくない。新興国において、このように多様なネットワークの構築が阻まれる

場合、それが経済停滞、いわゆる「中進国の罠」を引き起こす可能性がありうる。 

 本研究は、「①技術進歩・経済発展に寄与するはずのよそ者とのつながりが、十分に構築されないことが
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あるのはなぜか」という問いに対して何らかの回答を与えようとするものである。この問いに対して、上述

の問題意識の下、特に社会ネットワークと政治の役割に注目して、「②地域内・国内の社会ネットワークが

密であることが政治的な排他主義を生み、よそ者とのつながりを排除することがある」という仮説を立て、

新興国におけるいくつかの事例を取り上げて実証的に検証する。さらに、そのような状況が起こる条件や、

そのような状況を克服するための政策についても分析する。 

 

（（（（A02 - b）成果）成果）成果）成果 

 本研究は、インドネシア、ベトナム、エチオピアにおいて中小企業や農家世帯を対象にしたフィールド調

査によって構築したパネルデータ、および新興奥を含む世界各国の企業をカバーした企業レベルデータを

利用して定量的分析を行い、以下の結果を得た。 

 

１．インドネシアの企業レベルデータの分析によって、政治的なつながりが外国に対する排他性を増長する

ことが見出された。すなわち、政府から許認可を得やすい企業は、海外との取引が少なく、経営者の外国人

に対する信頼感が低い傾向にあった。さらに、海外との取引が少なく、外国人に対する信頼感が低い経営者

は、自由貿易協定や外資企業に対する反感が強い傾向にあった。 

 この結果は、企業と政治のつながりと保護主義との悪循環が存在していることを示唆している。すなわ

ち、利権を伴う企業と政治とのつながりが国内企業の保護主義を強め、実際に保護主義的な政策が実行され

ることでますます利権が増大し、企業にとって政治的なつながりが重要になるのだ。実際、他の東南アジア

諸国にくらべても汚職が激しいと言われるインドネシアでは、外資規制などの保護主義的な政策が強化さ

れつつあり、このような悪循環に陥っている可能性がある。さらには、この悪循環によって外国からの技術

伝播が弱まり、経済が停滞して中所得国の罠に陥る可能性もある。その意味で、この結果は政治と経済発展

の相互作用を示していると言え、本領域研究において非常に重要な発見である。 

 さらに、同じくインドネシアの企業レベルデータによって、政治的なつながりがある企業の方が国営銀行

から融資を受けやすいこと、そのような企業はむしろ生産性が低いことが示された。この結果も、インドネ

シア経済が政治的なつながりから非効率的になっていることを示している。 

 

２．ベトナムの衣料産業において中小零細企業を対象に 3 回にわたって行ったサーベイによるデータを利

用して、企業のネットワーク形成の要因を分析した。その結果、一般的には同じような属性の企業同士がつ

ながる傾向があるが、一部では異なった属性をもつ企業同士がつながることもあることが示された。これは

多様なネットワークを形成するために必要な heterophily（異類性）が一定の割合で存在していることを示し

ている点で非常に重要な発見である。 

 さらに、企業の情報収集ネットワークや政治的ネットワークが輸出振興セミナーへの参加や輸出活動に

どのような影響を及ぼすかを分析し、これらのネットワークが必ずしも企業の輸出を促進するわけではな

いことを見出した。この結果は、必ずしも企業ネットワークが経済にプラスの影響を与えるだけではなく、

政治的なつながりがそのような負の影響を増幅することを示している。 

 

３．インドネシア農村の調査を基にした研究では、農民が地域外のよそ者との交流を持つことで、新しい農

業技術を取り入れる傾向が強まることを見出している。これは、多様なつながりによって人間の考え方が開

放的になることを示している。 

 



 

45 

 

４．新興国を含む全世界の企業のデータを利用して、企業ネットワークがどのように形成され、どのように

企業業績に影響を与えるかについて分析した。その結果、国際的な共同研究ネットワークがイノベーション

を促進する一方で、密なネットワークにはそのような効果がないことが見出された。また、災害からの復興

においては、地理的に多様な企業とのつながりが役に立つこと、災害の被害は国内のサプライチェーンを通

じては被災地外の企業にも伝播するが、海外企業との取引がある場合には必ずしも伝播しないことが見出

された。これらの結果はすべてよそ者とのつながりを含む多様なつながりが企業業績の向上に結びつくこ

とを示している。 

 

（（（（A02 - c）新たな知見）新たな知見）新たな知見）新たな知見 

 以上の成果から本研究が見出した新たな知見は、「新興国が中所得国の罠を回避するためには、規制緩和

などによって政治的なつながりに端を発した閉鎖的な経済ネットワークの構築を抑え、よそ者との交流を

促進することで開放的なネットワークを構築することが有効である」ということである。 

 

（（（（A02 - d）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画 

 世界的に保護主義が台頭している現在、本研究で考察した研究テーマは新興国だけではなく先進国にも

適用すべき問題となっている。したがって、今後は対象を先進国に拡張して経済学と政治学とを融合させた

定量的検証を行うとともに、開放的な経済ネットワークを構築するためのより有効な方策を検証するため

に心理学・行動経済学的な社会実験を新興国・先進国で行うことを計画している。なお、これらの研究手法

は、本研究を遂行する上で開発され、実行されたものである。これらの研究によって、保護主義の台頭に端

を発する世界経済の停滞と政治的不安定化を打破することに貢献できるような研究成果を発信していきた

いと考えている。 

 

計画計画計画計画研究研究研究研究 B01（白石（白石（白石（白石班班班班）））） 

（（（（B01 - a）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画 

本研究グループの第一の目的は、政治や経済分野での政策的な「国家建設（state-building）」と歴史的な「国

家形成（state formation）」を鍵概念として、長期の比較史的観点から新興国の政治経済システムについて、

また近年の新興国の「国家建設」研究から「国家形成」のマクロ比較史について、再検討を行うことである。

本研究グループでは、力（power）がどう組織され、どう行使されるか、これを大きな問題関心としつつ、

国家建設戦略と開発戦略の相互作用、国軍・官僚機構・政党の勢力配置と「国家建設」の関連性等について

の研究を推進するとともに、「国家建設」の政治経済学的研究と国家形成のマクロ比較史的研究の架橋を試

みた。 

 本研究グループの第二の目的は、新興国の台頭が世界秩序、地域秩序をいまどのように変容させつつある

か、またそうした研究の前提として、そもそも現在、アフリカ、中東、南アメリカ、東アジア等の「世界地

域」において、地域は、どのような力（forces）の相互作用の上に、どのように組織されているかについて、

２１世紀のグローバル化の時代における新興国の変容そのものを踏まえつつ考察する。特に、アフリカ研究

の分野で、アジア研究の蓄積も踏まえ、知的にきわめて刺激的な比較研究が発表されおり、地域を超えた研

究「対話」を推進することも、この研究グループの目的とした。 

 以上の目的を達成するため、①日本国内での定例研究会の開催と文献サーベイ、②海外での現地調査、

③資料・データの整理・分析、④国際学会への参加や国際ワークショップの開催、⑤日英両語での成果の

公開・発信を通じて研究を遂行した。 
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（（（（B01 - b）成果）成果）成果）成果 

本研究の成果としてはまず、領域の全体成果として出版予定の英文叢書４巻の編集に本研究班から３名

が参加した。さらに、７名が新興国の台頭に伴うアジア地域秩序の変容、開発主義体制の再検討、アジアと

アフリカという二つの地域を含む国家形成の比較分析等に関わる論考を寄稿した。以下の２冊がその成果

である。 

Shiraishi, Takashi and Tetsushi Sonobe (Eds.) Emerging States and Economies: Their Origins, Drivers, and Challenges 

Ahead. (Springer Open, 2019) 

Takagi, Yusuke, Veerayooth Kanchoochat and Sonobe, Tetsushi (Eds.) Developmental State Building: The Politics of 

Emerging Economies (Springer Open, 2019) 

これに加えて、新興国と地域秩序の変容に関して、アジア地域を中心に分析し、研究代表者は以下の著作

を成果として出版した。 

白石隆『海洋アジア vs大陸アジア―日本の国家戦略を考える』ミネルヴァ書房、2016年 

Shiraishi, T., and Kojima T. eds. ASEAN Japan Relations, Singapore: ISEAS, 2014. 

さらに、1980 - 90 年代、「開発国家 developmental state」論との関係で大いに注目されたアジアの新興工業

経済地域と「新興国」の開発体制の比較、長期の国家建設や国家形成の中での新興経済の政治、アフリカの

新興国、中国の台頭とアジア地域秩序の変容、新興国研究と地域研究の架橋の可能性等をテーマにセミナー

や国際ワークショップを開催し、研究分担者はその成果を以下のように日英両言語の書籍として出版した。 

Hau, C.S. Elites and Ilustrados in Philippine Culture (Quezon City: Ateneo de Manila University Press, 2017) 

Kanchoochat, V. and Hewison, K. eds. Military, Monarchy and Repression: Assessing Thailand’s Authoritarian Turn 

(New York: Routledge, 2017) 

長田紀之『胎動する国境―英領ビルマの移民問題と都市統治』山川出版社、2016年 

Takagi, Y. Central Banking as State Building: Policymakers and Their Nationalism in the Philippines, 1933-1963. 

Quezon City: Ateneo de Manila University Press. 

武内進一 編『アフリカ土地政策史』アジア経済研究所、2015年 

岡本正明『暴力と抵抗の政治学―インドネシア民主化と地方政治の安定』京都大学学術出版会、2015年 

Takeuchi S. ed. Confronting Land and Property Problems for Peace, Oxon: Routledge, 2014. 

Hau, C.S. The Chinese Question: Ethnicity, Nation and Region in and beyond the Philippines, Quezon City: Ateneo de 

Manila University Press, 2014. 

鬼丸武士『上海「ヌーラン事件」の闇―戦間期アジアにおける地下活動のネットワークとイギリス政治情報

警察』書籍工房早山、2014年。 

 

上記に加え、個々の研究分担者による論文が多数出版されている。 

 

（（（（B01 - c）新たな知見）新たな知見）新たな知見）新たな知見 

 本計画研究で得た知見については、以下の３点にまとめられる。 

第一に、新興国の台頭が地域秩序や世界秩序に与える影響については、力の台頭について、パワーを定量

的に測るのみならず、それぞれの政治的アクターが秩序変動をどのよう認識し、どのような戦略を練るの

か、そうしたアクターがどのようなネットワークの中で思考し行動するのかを理解する必要があることが

判明した。戦略や地域秩序に注目したものとして、白石隆『海洋アジア vs 大陸アジア―日本の国家戦略を
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考える』（ミネルヴァ書房、2016年）や Shiraishi, T., and Kojima T. eds. ASEAN Japan Relations, Singapore: ISEAS, 

2014がある。ネットワークに注目したものとして、Hau, C.S. The Chinese Question: Ethnicity, Nation and Region 

in and beyond the Philippines (Quezon City: Ateneo de Manila University Press, 2014)と鬼丸武士『上海「ヌーラン

事件」の闇―戦間期アジアにおける地下活動のネットワークとイギリス政治情報警察』（書籍工房早山、2014

年）がある。 

第二に、新興国の台頭を歴史的な観点から取り上げることで、民主化のような一時的な政治変動を多国間

比較するだけでは見落とされる各国政治の変化の様相が浮かび上がった。上述のように、各国の政治アクタ

ーは、その時々の政治情勢を分析し、特定の戦略を練り、個別の政策に落とし込む。こうした動態的な政治

史の試みとして、Hau, C.S. Elites and Ilustrados in Philippine Culture (Quezon City: Ateneo de Manila University 

Press, 2017)、Kanchoochat, V. and Hewison, K. eds. Military, Monarchy and Repression: Assessing Thailand’s 

Authoritarian Turn (New York: Routledge, 2017)、長田紀之『胎動する国境―英領ビルマの移民問題と都市統治』

（山川出版社、2016年）、Takagi, Y. Central Banking as State Building: Policymakers and Their Nationalism in the 

Philippines, 1933-1963. (Quezon City: Ateneo de Manila University Press)、岡本正明『暴力と抵抗の政治学―イ

ンドネシア民主化と地方政治の安定』（京都大学学術出版会、2015年）がある。 

第三に、新興国として注目の集まるアフリカ政治に関して、長期の政治発展という本計画研究の視角を採

用することで、ある時点に取られた政策がその後の政治社会の変動を左右する側面を解明できた。アフリカ

政治における政策のインパクトを分析したものとして、武内進一 編『アフリカ土地政策史』（アジア経済研

究所、2015年）と Takeuchi S. ed. Confronting Land and Property Problems for Peace (Oxon: Routledge, 2014)が

ある。 

 

（（（（B01 - d）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画 

領域計画終了後、他の計画研究班の代表者や分担者と協力し、新興国が世界秩序や地域秩序にもたらすイ

ンパクトは何かについて、歴史的な比較も含めて進めている。その成果は、本学術領域研究参加者（複数）

を主な著者とする日本語の書籍として出版する予定である。 

本計画研究班代表者や分担者は、領域計画終了後も旺盛に研究活動を継続している。特に、上記の発見と

強く関係するのは以下の二点である。第一に、本研究で明らかになった社会政策と国家建設との関係につい

ては、オックスフォード大学医療史研究グループと植民地国家建設の比較研究に関する国際共同研究をお

こない、その成果を英文編著として出版すべく作業中である。第二に、現代の国家建設や国家戦略について

は、インドネシアのユドヨノ前大統領に対するインタビューを既に複数回実施しており、今後、一書として

英文にて出版の予定である。 

 

計画計画計画計画研究研究研究研究 B02（杉原（杉原（杉原（杉原班班班班）））） 

（（（（B02 - a）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画 

・過去四半世紀のあいだ、先進工業国の経済的停滞のなかで、いくつかの新興国で高い経済成長率が持続さ

れてきたのはなぜか。本計画研究は、従来の先進国中心の歴史理解を相対化し、それぞれの新興国に固有の

環境のなかで、技術と制度が長期的にどのように発展してきたか、つまりその「径路依存性」に焦点を当て、

この問いに答えることを目的とする。具体的には、西洋、日本、中国、東南アジア、南アジア（さらにラテ

ンアメリカ、中東、アフリカ）などの地域の歴史的経験の比較からできるだけ普遍的な判断基準を探し、中

国、東南アジア、南アジアの発展径路の特徴づけに焦点をしぼって、新興国にも長期経済発展径路が存在し

たのではないかという仮説を検討する。 
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・東アジアは、西洋型の発展径路に比べて、資本と土地が相対的に稀少で、質の良い労働力が多かったため

に、労働集約型の工業化径路をたどる傾向があった。他方、東南・南アジアは植民地化の過程で、第一次産

品輸出経済を発展させたが、一部で工業化も見られ、東南アジアでは 1960年代から急速な労働集約型工業

化が展開した。インド、中国も輸入代替工業化の時期を経て、開放政策に移行したので、長期的には、アジ

アの諸地域の発展径路は、貿易や技術移転によって相互に影響を与え合ってきた。モンスーン・アジアに共

通の環境的要因を考慮すれば、技術や制度の相互作用は、地域を特徴づける重要な役割を演じたと考えられ

る。 

・本計画研究では、こうした諸地域の経済発展、工業化、開発国家の形成の特徴づけに、貿易・交易史と資

源・環境史の二つの側面から迫る。長期の発展径路を明らかにする際の一つの有力なデータ上の突破口は貿

易・交易史である。分担者の過半はこの分野に通暁しており、各地域がどのくらい、いかなる意味で交易に

依存して発展してきたかを通時的に見通すことができる。他方で、交易によってローカルな資源の制約が突

破され、経済発展や人口増加が見られた場合、それが、その地域の自然環境が提供することを期待されてい

る資源(例えば水やバイオマス資源)の調達にプレッシヤーがかかるとともに、地域の人間社会の生存基盤に

大きな負荷がかかる可能性がある。 

 

(B02 – b) 成果成果成果成果 

[1]・直接の成果は、本新学術領域全体の成果である 4 巻本への貢献である。杉原を共編者とする本研究計

画の主要な成果（Sugihara, K. and Otsuka, K., 2019. Paths to the Emerging State in Asia and Africa, Springer, pp. 

292）には、島田、太田、小林、谷本、久保を含む 7名の経済史家が、開発経済学の研究者とともに参加し、

アジア、アフリカにおける新興国への移行の条件を地域交易と労働集約型工業化をテーマとする論考を寄

せた。現在までに 7000件を超えるダウンロードが報告されており、関心を集めている。また、杉原は、

Shiraishi, T. and Sonobe, T. 2019. The Emerging States and Economies: Their Origins, Drivers and Challenges Ahead 

に、岡崎は、Takagi, Y., Kanchoochat V. and Sonobe, T. 2019. Developmental State Building: The Politics of Emerging 

Economies にも寄稿した。 

・杉原などが主張してきた主な論点は、（１）植民地化を経験した南アジア、東南アジアにおいても、東ア

ジアに比肩しうる長期の発展径路が存在すること、（２）それを実証するには、その地域がどのように資源

の制約を克服してきたかを理解できる、交易史の研究が有効であること、（３）食糧やエネルギーの基本的

な部分が比較的容易に交易によって調整されるのに対し、水やバイオマス・エネルギーのように、地域を超

えた調整がむずかしいものがあり、生活水準の上昇や人口増加が急速に起こったときの制約条件になりが

ちであること、（４）したがって、生存基盤の確保や環境の持続性を優先するならば、「水・食糧・エネルギ

ー・ネクサス」と呼ばれるような「基礎環境」の存立条件を、交易や移民、資本移動といった経済的な選択

肢と関連させて研究しなければならないこと、である。 

・こうした方向性を獲得するために、いくつかの研究の流れが形成された。まず、世界貿易とインドの国内

交易統計データを、主として英国議会文書やロンドンの図書館にある資料から、大量に収集し、杉原研究室

で入力、加工した。この作業によって植民地期インドの国内・地域交易の規模や、国内市場の形成とその特

徴について、従来よりもはるかに明確な歴史像を描くことができた。また、東南アジアにおける 18世紀末

から 19世紀中葉にかけての貿易史を検討することによって、植民地化による断絶の程度、華僑の役割や伝

統的な商業ネットワークの連続性の諸側面を明らかにすることができた。それが「南アジア型発展径路」論

を補強し、地域商人のネットワークを基礎とする地域の発展径路の存在が、アジア全体の特徴だったのでは

ないかという仮説が浮かび上がりつつある。 
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・他方、杉原などが開拓してきた労働集約型工業化論は、西洋と東アジアの比較を基礎に、勤勉革命論、労

働集約型工業化論を中心に組み立てられてきたが、これが、資源・エネルギー利用の諸類型と結びつけて具

体的に議論できるようになってきた。 

 

[2] 分野への貢献と新分野の開拓 

・次に、分担者の関連業績に触れておこう。東南アジアに関する太田の 2冊の著作とインドに関する神田の

著作（日経賞を受賞）はこの分野の必読文献となったモノグラフである。また、分担者が編者、共編者など、

中心的な役割を果たした論文集が計 10編刊行された。岡崎は American Economic Reviewや経済史、開発経

済学関係の国際査読雑誌に多くの論文を発表した。これらは、経済史、環境史、地域研究などの分野におけ

る分担者の高い学術的貢献を示すものであるとともに、本研究計画がそれらの学術活動の一つのハブとし

て機能し、分野の融合と「環境経済史」という新分野の発展に貢献したことを示唆している。また、Paths to 

the Emerging State in Asia and Africaの編集における開発経済学研究者との共同作業も、新しい学際研究の展

望を開こうとしたものであり、今後の交流と発展が期待される。 

 

[3] 研究会の開催と国際学会への貢献および社会貢献 

2018年度までの 5年間で計 36回の研究会を開催し、成果の共有を図った。ここでは、注目すべき学会活動

を三つとりあげる。まず、世界経済史学会（WEHC Kyoto 2015：国際経済史協会主催) は、日本の学会が総

力を上げて組織したもので、内外から 1200名の出席を得たが、本研究の分担者はほとんどがオーガナイザ

ーとしてさまざまなセッションに参加し、成果を発表した。また、3年後に開かれた同じ学会（WEHC Boston 

2018）も、京都の成功を受けてさらに多数の参加者を得たが、本研究に参加した分担者、若手研究者は多く

のセッションを組織するとともに、内容的にもアジアの環境経済史を可視化する上で大きく貢献した。さら

に、世界社会科学フォーラム（WSSF Fukuoka 2018：国際学術会議主催）は、アジアで初めて開かれた社会

科学の国際学会団体連合による国際会議で、ここでも若手研究者を含む多くのメンバーが活躍した。 

・また、これらの活動のいくつかは『学術の動向』(日本学術会議)の特集号で紹介された。杉原は内外で本

テーマに関する講演を行った（ジュネーヴ国際高等研究所、京都大学、国際交流基金、国際問題研究所、国

際経済研究所、Shiv Nadar University (ニューデリー)、ケンブリッジ大学、一橋大学、早稲田大学-ハーバー

ド大学連続講義など）。また、地球環境問題の国際ネットワークであるフューチャー・アースの活動に深く

関わり、より広い分野の融合を試みた。 

・2018年 3 月には政策研究大学院大学と総合地球環境学研究所で、海外の研究協力者を招いて最終ワーク

ショップを開催し、研究成果を共有した。 

 

[4] データの収集と加工、公開 

・杉原、小林は「19 世紀中葉照合ペーパー」プロジェクトを立ち上げ、British Library の原統計と British 

Parliament Papersにある統計が交差する 1834-1870年頃の地域別、商品別データを比較することで、いかに

して 1868年頃に「英領インド」統計が形成されたか、その過程でどのように「外国貿易」「沿岸交易」「管

区内交易」が分化していったかを明らかにした。また、BL にある 19世紀後半の管区による国内交易関係の

刊行物（Administration Reportsなど）から、道路、河川交易の情報の収集に努めた。BL などから入手した多

くの資料を政策研究大学院大学（GRIPS）の杉原研究室でリサーチアシスタントに入力、加工してもらった。

杉原は 2016年 10月に京都の総合地球環境学研究所へ異動したが、2017年度も引き続き GRIPSで作業を続

けた。2018年 2月にすべてのデータを地球研に移し、メンバーの閲覧を可能にした。 
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・なお、本研究計画は資金の一部を繰り越し、2018 年度に、総合地球環境研究所において研究支援員を雇

用し、成果の出版に必要なデータをまとめた。その結果、第二次大戦後のサブサハラ・アフリカの統計を新

たに入手し、本研究で主として収集してきたアジアのデータと比較することができたことは大きな収穫で

あった。 

 

[5] 若手養成 

・多くの若手研究者が本計画研究に参加し、そこから刺激を得てキャリアパスを切り拓いていった。小林篤

史氏（研究協力者）は、本学術領域の開始時に GRIPS のポスドクであったが、その後ロンドンに留学、

Australian Economic History Review, Economic History Reviewに論文を発表し、4月から京都大学に職を得た。

また、本計画研究では、諸田博昭氏と谷口謙次氏を研究員として雇用していたが、査読雑誌に論文を発表し、

山形大学と鳥取環境大学にそれぞれ就職した。 

・さらに、川嶋稔哉氏（現ペンシルバニア大学大学院）、上西啓氏（現東京大学大学院）、Ben Bansal氏、Osei 

Oteng-Asante氏（ともに GRIPSで博士号を取得）等多くの若手研究者がウォーリック大学、ロンドン大学、

ケンブリッジ大学などで、本計画研究の活動に関連して発表の機会を持ち、国際査読誌に論文を発表した者

も現れている。 

 

（（（（B02 - c）新たな知見）新たな知見）新たな知見）新たな知見 

・実証的な成果としては、インド、中国、日本の労働集約型工業化の歴史を比較史的に検討するとともに、

東南アジアの交易史を長期的な視点から再評価し、アジア地域全体のダイナミズムの把握を深める多くの

論考を得た。これらの研究から、自然環境の制約への国家や地域社会の対応が、単にそれぞれの時点での内

外の政治的制度的な条件に規定されていたのではなく、環境、技術、制度の関係が形成してきた径路依存性

（植民地支配やそこからの独立もその一部である）が発展の方向を指定している側面を明かにすることが

できた。 

・また、アジアの経済発展を支えた自然環境と立地の変化を明かにした。1950-1980年のアジアの高度成長

における日本、NIEsの主導性と、1980年以降における中国(および近年の南アジア)の主導性を対照しつつ、

同時にこの二つの時期を貫く共通項として、工業化と都市化が海洋モンスーン・アジアに集中し、そこでの

立地と海外からの資源の輸入への依存が決定的な要素となっていることを指摘した。 

・さらに、「新興国」の歴史的形成の環境経済史的条件についても検討した。19世紀以降のアジア、アフリ

カの発展途上国を通観すると、世界経済の周辺に位置していた国や地域が「新興国」となるケースは決して

多くはない。本研究では、そのような転換を遂げるにはどのような条件が必要かを、一部の国、地域につき、

農業、交易、労働集約型工業化などのテーマに即して検討した。 

 

（（（（B02 - d）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画 

・本研究計画で収集した交易データを基礎に、インド洋交易圏に関する新しい科研(基盤Ｂ：研究代表者 杉

原)が始まっている。本研究計画での成果を中心とし、新しい成果も加えて、「長期の 19 世紀」におけるア

ジア域内交易と地域経済の発展についての英文論文集を刊行する計画が進行中である。 

・前述の WEHC Bostonや WSSF Fukuokaなどでの国際交流を踏まえ、アジアの工業化、都市化と資源ネク

サスの形成についての共同研究が合意された。アメリカ、イギリス在住の研究者とともに、共著を刊行する

予定である。そのため、2019年 9月にイギリスで準備会議を開く。また、このテーマで、2021年に開催さ

れる WEHC Parisのセッションに応募することも決定している。 
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計画研究計画研究計画研究計画研究 C01（恒川（恒川（恒川（恒川班班班班）））） 

（（（（C01 - a）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画）交付申請書に記した研究目的・計画 

・本計画研究は、現代の新興国ないし急速に新興国になりつつあると思われる国々に着目して、①途上国

の中で特定の国々が成長著しい「新興国」になってきたのはなぜなのか、②新興国が先進国の地位を獲得

する上で直面する課題は何か――という２つの研究課題を、経済発展には社会的・政治的利害の調整が不可

欠だという視点を中心に据えて分析することを目的とした。その際、東アジア以外の地域や国にも対象を広

げて、比較を通して新興国の共通性と多様性を体系的に抽出することをめざした。 

・本計画研究は、ミクロ・レベルでの家計や企業や官僚の行動が経済発展や政治の安定にどのようにつなが

っているのかをデータの収集と分析によって解明しようとする計画研究（A01、A02）と、大きな世界秩序

の中での国家形成や経済発展というマクロな歴史分析をめざす計画研究（B01、B02）を結び付ける理論的

な研究である。この研究は、政治と経済の相互作用を解明することを目指しているポリティカル・エコノミ

ーという分野に位置づけられる。その分野では、先進国や開発途上国の内部の研究は盛んに行われてきた

が、新興国の誕生と今後の課題を体系的に 

 

体系的に研究は、世界秩序や地域秩序の大きな特徴や長期的な変化の中で様々な国や地域が経てきた歴史

的経験を分析するマクロ歴史分析の知見を取り入れることで、現代の新興国現象の普遍性と特殊性を明ら

かにできるだろうし、新興国の国全体としての経済発展は、政治的な制約や機会の下で家計・企業・官僚が

いかに行動するかを分析するミクロ実証分析によって補完されたとき、より説得力をもつものになるから

である。 

 

（（（（C01 - b）成果）成果）成果）成果 

本計画研究の成果としては、次のような発見をし、それを 2冊の英文書籍として出版したことをあげること

ができる。それ以外に個々の研究分担者による論文が多数出版されている。 

 

①新興国が注目されるようになったのは、その急速な経済成長によって先進国にキャッチアップし、世界

経済において重要な役割を果たすようになってきたことなので、キャッチアップのスピードと世界経済に

占めるシェアという２つの基準で計ることによって、２９カ国を新興国として特定した。Ｇ２０のメンバー

は全てここに含まれる。それ以外に、まだ世界経済におけるシェアは小さいが、キャッチアップのスピード

がきわめて速い新興国予備軍が３７カ国ある。現代の新興国と第二次世界大戦前の新興国（今日の先進国）

とを比較した場合、今日の新興国は数が多いこと、ラテンアメリカを除いて経済成長率もずっと高いことが

わかった。 

 

②途上国から新興国へ至る成長には、資本と労働という２大生産要素の所有者が自己のリソースを長期的

にコミットすることと、そうした投入の効率的な生産過程への適用が重要であるため、２１世紀はじめまで

に新興国への成長を遂げた国には、（i）長期的な安定と予測可能性をもたらすことのできる国家の形成、

（ii）市場プレーヤー間に長期的な「信用」を保証する社会的ネットワーク、（iii）資本と労働の効率的な適

用へのインセンティブを生む競争という３つの共通点がある（図１参照）。 

（i）戦前の日本も含めて、安定的な国家の形成という点で東アジアが際立っている。ほとんどは権威主

義体制であり、市場への介入の度合いは国によって異なるが、略奪国家とならなかったところに特色が
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ある。南アフリカの国家は、アフリカ人に対して略奪的であることによって、白人人口には安定をもた

らした。ラテンアメリカの国家は略奪的とまでは言えないが、きわめて不安定であった。 

（ii）西欧列強の進出以前から、華僑や印僑による遠距離貿易が発達した東アジア・南アジアでは、他地

域よりも強い社会的な信用のネットワークが形成された。さらに、東アジアのファミリービジネスは、

アジア経済危機を生き延び、地場のリソースや市場知識を使って周辺国に投資することでネットワー

クを広げつつある。地域的な広がりの乏しいラテンアメリカとは対照的である。他方、より近代的な業

界団体や SNS/SMSグループが、国家を補完する信用提供のメカニズムとなった例もタイ、ケニアなど

で報告されている。 

（iii）２９の新興国は、いずれもグローバル競争に参加することで成長を遂げた。ラテンアメリカもイン

ドも、輸入代替工業化時代には、経済停滞を経験したが、自由化を進めることによって新興国の仲間入

りをすることができた。グローバル経済との統合方法には、（A）天然資源の輸出、（B）大きな国内

市場の提供、（C）製造業の技術向上による持続的輸出があるが、（A）は天然資源の国際価格次第で

不安定であり、（B）の中でも同時に製造業の技術向上を熱心におこなわない国は、成長率が低い。製

造業品の輸出はグローバル生産ネットワークへの参加を通して行われるので、常に効率向上の圧力に

晒され、それが長期にわたる経済成長をもたらす。 

 

図１）発展途上国から新興国への発展      （図２） 新興国から先進国への発展 

 

 

 

発展途上国            新興国  新興国              先進国 

 

 

 

 

③新興国が中所得レベルを越えて先進国に成長するためには、（i）「中所得国の罠」と呼ばれる成長率鈍化

を技術革新能力の向上によって克服する、（ii）社会的格差の拡大に対処する社会福祉制度を整備する、（iii）

経済的・社会的課題に対処するために様々なプレーヤー間の政治的な利害調整を進めることが必要である

（図２参照）。 

（i）新興国の中でも、既に高所得国になった韓国、台湾、シンガポールは、製造業やサービス業における

技術革新能力を磨いた国である。他の新興国も、「中所得国の罠」に陥らないために、同様の道を辿る

ことが必要だと考え、中国やタイ、マレーシアのように国家計画を出している国もあるが、天然資源が

豊富な国では、天然資源加工業に頼る傾向が強い。しかし天然資源加工業を通じて高所得国になったの

はチリなど、ごく一部にすぎない。天然資源加工業には、ヴァリューチェーンが機械産業ほど長くない、

ICT を組み込んだ製品を開発する余地が小さい、同様の天然資源をもつ模倣国からの競争に直面しやす

いという問題がある。長期的に経済成長を維持するには、機械産業や高度サービス業の育成が必要だと

考えられる。 

（ii）前の時代の累積債務危機によって社会保障制度が崩壊したラテンアメリカを含め、多くの新興国で、

1990 年代以降の成長にともなう社会格差の拡大と経済危機時の困窮に対応するため、社会福祉制度を

構築する必要に迫られている。ラテンアメリカでは、年金の民営化や条件付き現金給付プログラムを導

略奪的でない国家と

社会的信用網 

グローバル経済へ

の積極的参加 

国内企業と労働の技

術革新能力の向上 

持続的な社会福祉制

度の整備 
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入、アジアでは韓国・台湾を筆頭に社会保障制度の導入と普遍化へと進んだが、いずれも格差是正に十

分なリソースを動員できていない。 

（iii）新興国が技術革新力をつけるには、技術教育や R&D へ政府資源を回す、上流部門と下流部門の投

資・生産を調整する、工場で経営者・技術者・労働者の協働を促進するなどが必要となる。社会福祉を

充実させるにも、税・保険料負担と便益の分配に関して、政府による利害調整が不可欠である。ところ

が、現代の新興国には、赤裸々な権威主義体制は少なく、民主主義体制ないし半権威主義体制が多いた

め、強い抵抗や要求に直面して、利害調整は困難をきたしている。 

 

④地場企業の中には、技術革新能力向上という不確実な道よりも、比較的容易な天然資源や天然資源加工

業に活路を見いだし、近隣の低所得国から移民労働者を受け入れることで競争力を維持しようとする者も

多い。社会問題に対処するための所得再分配的な政策に対する既得権益層の抵抗も強い。それに対して、低

所得階層からの要求も高まり、それを利用するポピュリスト型政治家も現れている。改革勢力として期待さ

れる中間層は、下層の動員を目の当たりにして保守化の度合いを強めている。その結果、経済的・社会的課

題に政治が対処できないまま、多くの新興国で政治の不安定化や権威主義化が進んでいる。 

 

⑤2冊の成果本は以下の通り。 

・恒川惠市・Khoo Boo Teik（編），Southeast Asia Beyond Crises and Traps: Economic Growth and Upgrading, 

London: Palgrave Macmillan, 309 pages, 2017. 

・恒川惠市・戸堂康之（編），Emerging States at Crossroads, Singapore: Springer, 293 pages, 2019. 

 

（（（（C01 - c）新たな知見）新たな知見）新たな知見）新たな知見 

①新興国を一定の定義に基づいて特定する試みをおこなった結果、新興国は先進国への急速な経済的キャ

ッチアップと世界経済に占める比重の拡大という点で共通するが、途上国から新興国へと至る経路が大き

く３つ（豊富な天然資源の輸出、大きな国内市場の利用、工業製品の技術向上と輸出）に分かれること、第

3の道（工業製品の技術向上と輸出）をとってきた国ほど、経済成長率が高く持続的であることを発見した。 

 

②歴史上の新興国（今日の先進国）と比較してみた結果、今日の新興国は、植民地としての制約がなく、

高度に発達したグローバル経済のオープンな分業体制に参加することができたので、歴史上の新興国より

もずっと急速な経済成長を遂げることができた反面、グローバルな経済危機の影響を受けやすい、急速な社

会変化に（既にモデルとして存在する）民主主義や社会福祉制度を取り入れて対応せざるを得ないことから

する政治的困難に直面しやすい――という特徴があることを発見した。 

 

③現代の新興国間の国家機構の安定性、社会的ネットワークの強さ、その結果としての経済パフォーマン

スの違いが歴史的起源をもつことを、アジア地域と中南米・アフリカを比較することを通して発見した。ア

ジア地域の国家形成・経済発展の歴史については、B01、B02班から、社会的ネットワークの重要性につい

ては、A01、A02班の研究成果から学ぶところが大きかった。C01班の研究結果から見て、開発経済のミク

ロ実証研究、マクロ比較研究、政治経済（ポリティカル・エコノミー）研究の間の緊密な研究交流を通して

新たな知見を得んとする本領域研究の試みは成功であったと判断する。 

 

（（（（C01 - d）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画）今後の研究計画 
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本領域研究全体の目標の中で、主に B01 班が担当することになっていた「新興国の経済的台頭がグローバ

ル・ガバナンスにもつ意義を政策領域、地域毎に明らかにする」という点の解明が、必ずしも十分ではなか

ったので、領域計画終了後も、新興国が世界秩序や地域秩序にもたらすインパクトは何かについて、歴史的

な比較も含めて進めている。その成果は、本学術領域研究参加者（複数）を主な著者とする日本語の書籍と

して出版する予定である。 

 

（（（（４４４４））））領域全体領域全体領域全体領域全体の成果の成果の成果の成果のまとめのまとめのまとめのまとめ 

本領域研究が当初から掲げた目的は、新興国研究を一つの研究領域として設定し、政治、経済、歴史等の

研究者の知見の交流を活発化させることで、新興国の国家統治、経済運営の行方を決定づける政治と経済の

相互作用のパターンを解明することだった。 

新興国研究という新しい研究領域を築くために、どのような研究が新興国研究なのか具体例を示す必要

があった。本領域研究の主要な成果をまとめるために刊行した４冊の英文図書のうちの 1冊目には、そうし

た具体例となる 7つの章を収録することにした。本の題名を『新興国家と経済―その始まりと原動力と今後

の課題』として、1新興国研究には、始まりに関する研究（すなわち新興国がいかにして始まるのか、その

要因や背景に共通点はどの程度あるのかといった経済史や政治史の研究）や、原動力の研究（新興国の特色

である急速で持続的な経済成長や国威の高まりが、何によって支えられているのかという問いに答える研

究）や、課題の研究（すなわち、新興国で生じる都市化や価値観の多様化や教育や所得の格差拡大への対応

といった国内の政策課題や、米中貿易戦争に見られるような摩擦や世界秩序の変容に関わる対外政策の課

題についての政治経済の研究）が含まれることを示唆することにした。始まりに関する研究や原動力の研究

は、第 5節（１）で述べた三つのテーマのうちの第一のテーマに相当し、課題の研究は第二のテーマに相当

する。この本の目的は、研究の具体例を示し、それよりも深い研究や幅を広げる研究、あるいはどの章も見

逃している重要な問題に取り組もうという研究に読者を誘うことにある。 

新興国研究は政治、経済、歴史に関わるので、それぞれの分野の研究者が集まって協力しあう必要がある

が、専門性の垣根を超えて協力することは、隣接分野であるがゆえに難しいところがあった。そのため、各

分野から本領域研究に参加した研究者の代表を総括班に集め、膨大な時間を費やして対話や会話を行い、少

しずつ共通の理解を増やして協力体制を作っていった。互いに他の分野の問題意識や発想法や研究活動の

作法等を理解するようになったことは、今後の研究活動のための貴重な財産となった。 

専門を異にする研究者たちが協力し分野融合的な研究に挑戦した結果、すでに一覧にして示したように

膨大な量の研究成果が本領域から生まれた。そのうちの主要な成果は、第 2、第 3、第 4冊目の英文図書に

まとめた。第 2冊目の『アジアとアフリカにおける新興国への道』は、経済史の専門家と開発経済学の専門

家の共同研究の成果を収録している。2本としてのまとまりの良さを狙ったために、この本には政治学の専

門家が執筆する章が含まれないことになってしまったが、この本を制作する過程では政治学の研究者にも

原稿を読んでコメントをしてもらい、彼らにとっても十分にわかりやすい説明や表現を追求した。新興国と

なるための経済的な要因は意外なほど単純で、農業生産力の向上による飢饉の恐怖からの開放、労働集約型

の工業化による農外所得の増大、国内の市場の外国貿易への開放という三つに集約されるというのが、幅広

く歴史資料や経済データを分析したうえでの結論である。 

しかし、この結論は次のような疑問を生む。何故その 3点セットの経済政策を採択しないで、貧困から脱

却できずにいる国が多いのかという疑問である。その答えを模索したのが、『開発国家の建設－新興経済の

                                                  

1 原題は Emerging States and Economies：Their Origins, Drivers, and Challenges Ahead。 

2 原題は Paths to the Emerging State in Asia and Africa。 
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政治学』と題する本である。31980年代末に東西冷戦が終結するまで、多くの途上国の政治的リーダーたち

の関心は自らの蓄財であって、国の経済発展ではなかった。特にそれが著しかったのはアフリカである。そ

こでは経済発展を促す政策を立案し施行する公的部門の人材は乏しく、その政策に後押しされて農業や工

業の発展に邁進する民間の人材も見当たらなかった。また蓄財にふける腐敗した独裁者であることがわか

っていても、西側陣営や東側陣営（すなわち米国とソ連邦）は相手陣営にその独裁者がなびかないように甘

やかし、反体制運動から守ったので、独裁政治が維持される結果になった。 

冷戦の終結後は、そうした外部からの保護がなくなったため、腐敗した独裁政権は反体制によって打倒さ

れやすくなり、民主制国家が生まることもあった。しかし、民主化した場合は、リーダーシップが欠如し、

政府内にも民間にも人材が不足していて、破たんする事態も生じた。逆に、強いリーダーシップに恵まれた

場合には、リーダーが政府部内の人材を育成して権威主義的な体制が生まれる傾向があった。そうしたリー

ダーのなかには、反対勢力に抗して自らの正当性を強めるために経済発展を推し進める者も少なくなかっ

た。それが成功するか否かは、リーダーシップの持続や政府の能力強化の成否とともに、民間とどのように

付き合うか、民間の能力を高められるか否かにも依存する。一部の実力のある実業家に経済発展を任せれ

ば、かつての韓国のような財閥と独裁政権の組み合わせができのだろう。国内の強い支持基盤を持たない政

権が民衆の支持を得ようと中小企業を優遇すれば、台湾のような平等化を伴う経済成長が独裁政権のもと

で実現するのだろう。また、権威主義的なリーダーが、国内の民間企業を優遇するだけでは成功しないと悟

り、外国企業による直接投資に国内市場を開放すればマレーシアのような外資が牽引するタイプの経済発

展が起きるのだろう。このように、政治的リーダーと、それを支える政府内の人材と、民間の人材の間の関

係のあり方次第で、国家統治と経済運営が形作られるというのがこの本の結論である。 

本領域全体として刊行した第 4冊目は、『岐路に立つ新興国』と題し、新興国が急速な経済発展を達成し

たがゆえに直面する政策課題についての研究成果をまとめている。4この本は三つの研究テーマのうちの第

二のテーマを扱うものである。この本も経済学と政治学の融合の所産であり、政治的対立を経済成長が解消

するプロセスや、経済的な利害の対立を政治が調整するプロセス、それらが失敗した場合の混乱や、そこか

らの回復プロセスを豊富な事例を駆使して考察する。新興国が複雑化する政策課題を克服する鍵は、国民的

合意の形成が握っており、国民的合意は民主的制度ならば必ず形成できるわけではないというのがこの本

の結論である。 

ここに紹介した 4冊の英文図書は、出版社が新設した『新興国研究シリーズ』の本として出版された。新

興国についての今後の研究は、このシリーズから出版できる。このことは、新しい研究領域を作るという本

領域研究の趣旨に照らして重要である。というのは、新しいトピックや新しいタイプの研究を発表する場は

限られているからである。既存の学会の雑誌に論文を投稿しても適切な査読をしてもらえない可能性は、そ

の学会でそれまで繰り返し議論されてきたトピックの論文を投稿する場合より高い。これまでこうした困

難に直面してきたので、新興国研究の本を優先して出版してくれる書籍シリーズができたことは本領域研

究の大きな成果の一つということができる。 

本領域研究が開催した国際会議に参加した海外の著名な研究者の一人は、われわれの活動をクレイジー

な試みと評した。この研究者には、そもそも会話さえ成立しにくい異分野の研究者との協力に時間を費や

し、研究発表の場を見つけることも難しい新分野を切り開こうとするのは、一種の自殺行為と映ったのだろ

う。しかし、本領域研究のメンバーたちは専門の垣根を超えて対話や会話をするスキルを身に着けたし、研

究発表の場も次第に広げつつある。量的には把握しにくいが、こうした進歩も本領域研究の重要な成果であ

                                                  

3 原題は Developmental State Building: The Politics of Emerging Ecnomies. 
4原題は Emerging States at Crossroads. 
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る。 

若手研究者の育成も、本領域研究の主要な活動の一つであった。新しい研究領域を確立するために重要だ

からである。幸いなことに、本領域研究のメンバーの下で学んでいた優秀な若手研究者の多くが積極的に

「若手研究者の会」を結成して、自らの研究成果報告や公募研究者の報告をするワークショップを運営して

くれた。またベテランのメンバーは、海外での現地調査に若手研究者を帯同するなどして、現地調査の手法

を丁寧に若手に伝える努力を惜しまなかった。さらに研究期間の後半には国際活動支援のための資金が学

術振興会から支給されるようになると、本領域研究では若手を海外で開催される学会へ次々に送り込んで

武者修行をさせることができた。本領域研究のメンバーと比べ、そのもとで育った若手研究者たちは、分野

融合に対する抵抗感からさらに自由なので、これからの新興国研究の進化を牽引していってくれると期待

できる。 

最後に今後の計画に触れておきたい。新たに新興国の仲間入りをする国が増え、新興国と先進国の間の利

害の対立が鮮明化する今日、新興国研究へのニーズはますます高まっている。とりわけ、第 5節（１）で述

べた三つの研究テーマのうちの第三番目、すなわち新興国の台頭が世界をどのように変え、我々の暮らしが

どのような影響を受けるのかという問いに答える研究の重要性が高まってゆくであろう。これまで本領域

研究では、このテーマの研究を先送りしてきたが、今後は本格的に取り組む方針である。その第一歩として、

このテーマの研究の見通しを研究者ではなく一般読者を対象に 6 人の研究者がオムニバス形式で論じる邦

文の書籍の刊行を計画している。この本の刊行によって、大学生や大学院生を研究に誘い、この分野の研究

の国内の人的な基盤を強化して行きたいと考えている。 


